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研究 よ〉、二広 活 動 日己
(1991年4月"-'1991年12月)
1991ilミ5j=J 11ヨ(j二)
・在校拒否に!諾するプロジェクト研究について
.子どもを生かす学校経営
1991年7月28日(日)"-'301ヨ(火)
(課題研究) i学校5日1;IJと学校経営の課題」
1 . 日本における学校5自制の動向
2. 学校 51ヨfl;IJにおける学校経営の基本問題
3. 学校5日制の実践的課題
(シンポジウム) i生涯学習社会における学校とその経営J
1.生涯学習社会における学校
一日本教育経営学会シンポジウムをふまえて
録
明治大学
天笠 j支(千葉大学)
民 君子(文教大学)
/J¥菊(静岡県小笠IJT)
榊}京禎宏(大阪大学)
天笠 茂(千葉大学)
亀井浩I~:j C帝京大学)
相IJ淳良明(筑波大学大学院)
2.掛川市における生涯学習施設と学校
3. 生渡学習と学習施設
榛葉 稔(掛川市社会教育課長)
(自由研究〉
. r-"イツにおける教員の現職教育の現状
!日西ベル 1)ンの場合一
-学級活動の新設と弾力的指導
. i交野市生涯学習基本構想jにみる地域教育経営について
-学校時間研究の意義と課題
-Giddens， Aの[1寺問論を中心に一
・教育課程の経営に基づく授業改善の考察
吉村 彰(東京電機大学)
亀岡裕子(明治大学)
宇留田敬一(文教大学)
村田俊明(渋南大学)
水本徳i珂(筑波大学)
山崎保寿(筑波大学大学院)
-中学校カリキュラムにおける教育知識の構成・伝達の日本的特質
一自然、的領域を中心にして一 藤谷昌宏(上越教育大学大学院)
1991年9月21ヨ(土)
・中教審答申と高等学校教育の改革
・ドイツにおける校長研修の新しい動向
へー yセンナトiの初任者校長研修
1991年12月7日 (j二)
明治大学
亀井浩明(帝京大学)
相i浮良i現(筑波大学大学院)
明治大学
-高等学校教育課程における選択制の問題 111時 保寿(筑波大学大学院)
・朴聖雨「国際化社会に対応する学校論の課題J(f教育学研究』第58巻第3号， 1991)の検討
十Ijl山 知子(筑波大学大学院)
大塚学校経営研究会会員IJ
第1条(名称)
本会は， I大塚学校経営研究会」と称するO
第2条(Iこ1r下]及び活動)
本会は，学校経営を中心lこ教育学全般に1%'する研究を[=JI旬とし，各語研究会の開催，紀要
及び各額出版物の刊行を行い，会員本自立の交流をI~l るものとする。
第 3条(会員〉
本会は，会員及び名誉会員から成るO
2. 会員は，本会の目的に賛同し，活動に参加を希望する者で，会員2名の推薦をもって，入
会を認められる。
3. 名誉会員は，本会が推挙する。
第4条(組織)
本会に，会長，事務局長，運営委員，紀要編集委員，会計監査，幹事を置く。その任期は
2年とする。
2.本会を運営するため，運営委員会及び事務局を置く。
3.総会は，原則として春季合宿において行うものとする。
第5条(研究会)
本会で行う研究は，定期研究会と合宿研究会からなるO
第6条(会計)
本会の会計年度は， 4月 11:1に始まり，翌年3月末に終わるものとする。また，会費は，
一般会員10，000Pj，学生会員5.000円とする(名誉会員は除く)。
第 7条(紀要)
本会の紀要は、『学校経営研究』と称し，年 l回毎年 4月に刊行する。その編集規程は，
加に定めるものとする。
第8条(雑H!J)
本会の事務局は，筑波大学に置く 0
2. 本会会員IJの改正は，総会において出席者の過半数の賛同により行う。
第9条(附l!iJ)
本会WJは，昭和51年3月 1Iヨより施行する。
2. 本会WJは，昭和54年4月1日より施行する。
3.本会則は，昭和56年4月1日より施行する 0
4. 本会ftlJは， 1991 年4月1日より施行する。
『学校経営研究J編集規程
1 .本紀ijJgは，大塚学校経営研究会の機関誌として年 i回発行する。
2.本紀斐は，本会会員の研究論文を悔すまい併せて，文献・資料の紹介，その他研究活動に関
連する記事を笠載する。
3. 本紀安に論文を掲載しようとする会員は所定の論文投稿要領に従い，紀要編集委員会事務局
宛に送付するものとするO
4. 論文の渇載は，紀要編集委員会の合議によって決定する。
5. 掲載の場合は，活干の修正を加えることがある。ただし，内容について重要な変更を加える
場合は，執筆者と協議する 0
6. 本紀要に掲載したものの原稿は，原則として返還しない。
7. 本紀要の編集事務についての通信は，下記宛とする。
干543 大阪市天王寺区南伊J~[fl!BT4 -88 
大阪教育大学教育経営研究室気付
『学校経営研究J編集委員会
『学校経営研究J編集基準
1 .編集は，次の区分にしたがって行う。
(括弧!大iは， 400字詰原稿用紙の枚数)
(1) 特集
(2) 特別論文一学校経営学に関する本格的な研究論文 (80枚程度)。
(3) I~! iJl研究一学校経営学ひいては教育学の発展に寄与する研究論文 (50枚以内)。
(4) 学校現場の問題一学校経営や教育実践に関する諸問題の分析，事例報告なと (50枚以内)。
(5) 書評・資料紹介一学校経営学に関する重要文献の書評，重要資料の解説。
(6) 研究会議報
(7) その他，必要に応じて編集委員会が設けるものO
2. 上記(3)(4)については，研究会会員の自由投稿を募るO
その他については，編集委員会が編集にあたる。その際，会員からの要望・意見を積極的に
聴取し，検討すること。
3. 本基準は，第18号より適用する。
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『学校経営研究J論文投稿要領
1 .論文原稿は，未発表のものに限る。(ただし， U以発表， プリントの場合， この限りではな
2. 編集委員会において枚数を指定するもの以外の論文出稿は， JS;~WJ として400字詰原稿用紙
s 5 '1~IJ50枚以内とする。ワープロ使用の場合は、 ß 5 *1]40字x30行とする。
3. Hj{稿に|玄!表のある場合は，本文に換算する。 図表は，論文原稿末尾に添付ーし，本文中には防
人すべき筒所を指定する。
4 .引Jlj文献は，論文末にまとめて促示することとし，その方法は，次の例に従うこと。
( 1 )占本二郎町I.校経営学Jl[主i土宗1:，1965年， 123頁。
( 2 )永岡 Jllu I現代学校経営命Jr学校経営研究』第 1巻，1976ijミ， 15頁。
(3) Griffith， D. E.， Administra ti ve Theory， AppletonωCentury-Crofts lnc.， 1959， p.21 
(4) Weick， K. E.，“EduCiヨtionalOrganiza tion as l..Joosely Coupled Systen"， Administra-
tive Science Quarterly， Vo1.21， 1976， pp.75-76. 
5. 論文原稿には，必ず論文出自のi孜;文;を十jーすること。
6. 論文原稿は， 3部(コピー可)送付すること。原稿は原則として返却しない。
7. 論文投稿のI=j:lし込み期限は毎年8月末日とし，原稿提出期限は， f耳，年10月末日とするO
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編集後記
本誌「31:校経伝研究』は，第17巻を数えるにうそった。自IJrlJりからの l巻 1をに，大塚学校経
研究会のj託史を刻み込んできたといっても逃員ではなし 1。この1¥1，編集体fliJは，uミ点数奇jiJF:学
校経営研究室のIt'e生による千作りのH寺山(1 '"-'3巻)を経て，筑波大への移行を契機に編集委
員会 幹事というフォーマルな体制が整った。その後，編集委員長は，j}寸前JJlI1' (4 '"-' 7巻)，千
留1敬一(8 '"-'1 0巻)，小島弘道(11'"'-'16巻)の三氏が務められた。それぞれのl時代は，各巻の
編集後記でも窺うことができるが， この執筆は，堀内孜(1巻一以下HI各)，小松郁夫(2， 4)， 
凶穣可(3 )，大!協康弘(5 )，村I-El俊明(6 )，天笠茂(7 )，以下は委員長である'-j三留旧敬一
(8'"'-'10)，小島弘道(11'"'-'16)の各氏が当たられている。
振り返ってみると，東京教育大学の涜学を控えて，大塚の地の伝統を生かそうと本研究会をI正
式に発足したのが， 1975年である。当時の会員は26名であったが，現在は80:(:'"1を越えるに至って
いるO この組織規模の拡大発展とともに，組織体制lや運営規程の整備佐立がiき!られてきた。もち
ろん，組織の成長の陰には，組織の拡散・葛藤現象がみられ，私たちのマネジメント能力が試さ
れたこともある O しかし，年2j!:ijの合宿研究会，東京の定例研究会，そして本誌の発行が，毎年
着実に行なわれてきた。この研究活動の継続と蓄積は，私たちの誇りとするところであるO
ことに本誌は，当研究会の顔として対外的にも対内的にも大きな役割を担ってきた。これは，
会員執筆者および編集委員会 幹事の取り組みをはじめ，院生諸氏の多大な助力によるところが
大き ~\o
さてこの度，新しい編集委員会にバトンが波された。編集委員会が筑波の地を離れ， 1長j匹iに移
されたことを機会に，編集体制の再編成が求められた。私たち編集委員会は，常任編集委員会の
設置運営， レフリー 2人出IJ.審査手続きの慾備等レフリーシステムの改定¥編集基準の作成等を
行なった。 前二者は，早速本巻の編集に生かされた。
第一lこ，常任編集委員会を関西在住の 3名で構成し，基本u守な審議・決定を行なった。関東在
住の編集委員2名とは，事前の打ち合せと事後の報告承認で連絡を取り合った。
第二に， I~Hb投稿原稿の審査については，審査員諸氏が「審査要領J (こぷづき，厳正かっ丁寧
な審査をして下さり，投稿された会員は，編集委員会の意見・要望を積極的に受け iトー められ，原
稿に手に入れて下さった。今回， この両者のフィードバ yクが有効に働いたと忠われる。 1月，
12月の多忙な時期の取り組みになるが，本誌の一!語の水準アソプにつながると確信している。
第三に， iT学校経営研究』編集基準J(113ページ参!lのを作成し，編集委員会で決定した。 {)j:
せて，運営委員会の了承を得た。これは，従来の編集方針を踏まえながら，編集のぞ!~り万をより
明確にすることを意図した。新たに「特別論文Jの枠を設けたが， これは学校終常学に!児する骨
太な研究論文を期待してのことで，原稿用紙枚数も80枚程度ーとした。春・夏の合宿研究会とiliil)J 
して，報合会や検討会がじっくり行なわれることを願っている。
本誌の詰IJFiJ叩!寺は，研究論文を発表する場も機会もi取られていたが，今 1:-1発表の場は多機化し，
機会は開放的である。これにつれて，本誌の位置と役割はやや照らいできてはいないだろうか。
中堅属が増加し， ~~手結が者実に成長しているなかで，研究会総体の力量はfil! びている。これを
本誌にダイレクトに反映させる手立てが求められているのである。
本誌が，学校経営研究にi渇する紀lli!として確かな地歩を占めてきたことは， }よく認められてき
たところである。今後の課題は，学校経託研究に関する第一級の理論誌として深さを追求してい
くことであろう。これは研究会活動の蓄積と継続の j二になされるものであるが，編集委員会の役
割と責任は大き liO 
本巻は， iPJ考，吉本学校経営学」と訟ーする特集号である O 去る1990年6月日日に逝去された
本会の初代会長古本二郎先生の学校経営学を，その組織観，学校1m，教flij観， さらには人間観，
社会観にまで立ち返りながら，総合的に検討したものであるO
本誌第三巻は，先生の東京教育大学定年退官記念号として， r吉本二郎教授と日本の学校経営
研究」と題する特集が組まれている O 先生は，その後も学校経営学の展開を図られ，最後まで第
一線の研究者であった。本巻は，先生の学校経営学とその基盤を，単位学校経営論，公教育論，
学校論，学校長n織論・教授組織論，教員養成論の観点から考察した 5本の論稿で構成した。
古本学校経営学は， r現代学校経営論J(~1想主1: ， 1959fj:-:)を起点にしながら，その枠組みを再
編成し体系化する形で，名著「学校経営学J(国土社， 1965年)において確立された。その後も，
学校を取り巻く社会変化のなかで，理論的再構成を図られたが， r学校経営学』の惇'絡自体はさ
ほど変化していない。先生は， i単位学校経営論」とも称される自らの理論の強さと弱さを熟知
されるとともに，戦後教育体f!lljのなかでよりベターな限論構成は他にないと確信されていた。
本巻の特集論稿は，いずれも吉本学校経営学の批判的継示の課題意識にあふれ， しかも新たな
.flH論構築への意欲を感じさせるものである。愚前iを追f卓するにふさわしい内容を盛り込めたこと
は，編集に当たった者としてこれ以上の喜びはない。
なお，本1f3 月には， 41会長の永岡Jlli~i先生編集の『現代教育経営学一公教育システムの探究J
(教育開発研究所)が刊行された。本会員19名によって執筆されたもので，新たな理論展開を試
みている。春季合宿研究会でこの検討が行なわれる予定である。
今回， }巴し 1もかけず編集委員長を委嘱され， ショートリリーフ役として合板することとなったo
，hlIJ flJ ¥!jl時の初心に立ち返り，頑と時間と労力を注C¥だ。他の編集委員に支えられて，目標以上の
仕事が出来たと11う。執筆者をはじめ， )}立稿審査員，編集委員各位に厚く感謝したし 1。私は在外
研究のため，編集の任を離れるが，次の編集委員会の取りおiみに期待したい。
最後になったが，印刷製本でお世話になったカツヤマ印刷の背様に謝意、をqJし上げたい。
〈大脇康弘)
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